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Ⅰ 学校の現況
（１） 財団設立目的

   茨城県内、主に県西地域の地域医療のために必要な看護師の養成確保と、県西地域に従事する看護職員の資質向

上を目的として、平成3 年6 月11 日（平成25 年4 月1 日公益財団法人に移行）に財団を設立した。平成5 年4

月の開校をめざして諸々の準備がなされ、平成4 年12 月に厚生省より看護婦養成所として指定を受けた。

また平成5 年3 月に教育庁より専修学校として認可を受け、本校が開校されるに至った。事業内容は、 ①茨城県

結城看護専門学校の運営  ②看護職員に対する研修の実施 としている。

（２）学校設置目的

本校は、保健師助産師看護師法（昭和23 年法律第203 号。以下「法」という。）に基づき看護師として必要な専

門的知識及び技術を習得させるとともに、豊かな人間性を養い、専門職業人としての自覚と責任をもった社会に貢献し

得る有能な人材を育成することを目的とする。

（３）沿革  

     〇所在地  茨城県結城市結城1211 番地７    ℡ 0296-33-1922  

平成 ３年 ６月１１日 財団法人茨城県看護教育財団設立認可

平成 ４年  １月３１日 教育庁に専修学校設置計画書提出、厚生省に看護婦養成所設置計画書提出

平成 ４年 ３月３１日 教育庁より専修学校設置承認

平成 ４年１２月１５日 厚生省より看護婦養成所の指定 ３年課程１学年定員５０名

平成 ５年 ３月 １日 教育庁より専修学校の認可 ３年課程 １学年定員５０名

平成 ８年 ３月 ６日 第１回生４６名 卒業

平成 ９年 ４月 １日 学則の改正（新教育課程となる）

平成１７年 ４月 １日 学則の改正（新教育課程となる）

平成２１年 ４月 １日 学則の改正（新教育課程となる。97単位3000時間）

平成２２年 ４月 １日 学則の改正（１学年定員４０名となる）

平成２４年 ８月２５日 学校創立２０周年記念式典挙行

平成２５年 ４月 １日 公益財団法人へ移行

令和 ４年 ４月 １日 学則の改正（新教育課程となる。111単位3000時間）

（４）教育理念等

＜教育理念＞

  本校は、学生の個性や主体性を尊重し、自己および他者への深い理解ができる豊かな人間性と倫理性を育む。また、

専門職業人として生涯学び続け、他の専門職等と連携・協働し、社会の動向を見据え、常に必要かつ最高の看護を提供

し、地域社会の健康と福祉の向上に貢献できる実践者の育成をめざす。このような考えに基づき、看護師として必要な基

礎的能力を身につけ、必要とされるあらゆる場で看護が実践できる人材を育成する。

＜教育目的＞

   看護師として必要な専門的知識及び技術を修得させるとともに、豊かな人間性を養い、専門職業人として自覚と責任を

もって社会に貢献できる有能な人材を育成する。

＜教育目標＞

１ 看護の対象である人間を、身体的・精神的・社会的に統合された存在として理解する能力を養う。

２ 人間の健康を、環境との相互作用や心身相関の観点から理解し、人間を「生活者」としての視点で捉える基礎的能力

を養う。

３ 人々の多様な価値観を認識し、専門職業人として倫理に基づいた行動ができる能力を養う。

４ 科学的根拠に基づいた看護が実践できる基礎的能力を養う。

５ 看護の役割と責任を自覚し、関係する人々と連携・協働できる能力を養う。

６ 社会の要請に応えられる看護師をめざして、研究的態度や自己啓発していく姿勢を養う。



<期待する卒業生像> ディプロマ・ポリシー
教育理念を基に本校の教育課程に沿って研鑽に努め、所定の単位数を修得した者に、卒業を認定するとともに、専門

士（看護専門課程）の称号を与える。卒業までに修得する基礎的能力の目安は次のとおりとする。

１ 誠実で公平な倫理観を備えた人

２ 対象を生活者として理解し、その人らしい生活を考えることができる人

３ 科学的根拠に基づいた看護を、安全・安楽に実践できる人

４ 専門職業人としての自覚と責任のもと、主体的な行動がとれる人

５ 保健医療福祉チームにおいて、看護の機能と役割を果たすことができる人

６ 広い視野で、生涯学習し続け、必要とされる看護を考え続けることができる人

<教育課程編成・実施の方針> カリキュラム・ポリシー

  教育目的・目標の実現をめざし、必要な知識・技能などを修得させるために、基礎分野、専門基礎分野、専門分野に授業

科目を体系的に編成し、講義、演習、実習等を適切に組み合わせた授業を行う。

教育課程については、「教育課程の基本的な考え方」に科目の設定、各分野の基本的な考え方、科目のねらいを示して

いる。

<求める入学生像> アドミッション・ポリシー
本校の教育理念・目的・目標を踏まえ、人間愛を基盤とした地域に貢献できる看護実践者を育成するために、下記のよ

うな素地を持つ入学生を広く求める。

１ 他者への関心が高く、温かな関心が向けられる人

２ 看護師になるという明確な動機と目的意識を持っている人

３ 探究心をもって、主体的に学習に取組む意欲のある人

４ 他者の意見を聞き入れる柔軟さと素直さをもち、円滑にコミュニケーションがとれる人

５ 心身ともに健やかで、常識的な行動が取れる人

(5)学生数及び教職員数

   ＜学生数＞                                                                 Ｒ７年1 月1 日現在

4 月現員 退学者 休学者 在籍者

1 学年（第３２回生） 40 名（男２・女３８） ０ ０ 40 名

2 学年（第３１回生） ３６名（男５・女３１） 0 １名 ３６名（うち休学１名）

3 学年（第３０回生） ３７名（男３・女３４） ０ ０ ３７名

合計 11３人（男１０・女１０３） ０ １名 １１３名（うち休学1 名）

  ＜教職員＞   全教職員 １７人  （R７年1 月1 日現在）

     管理職 … 学校長・事務長・教頭

     事務職 … 事務主任1 人、教務事務１人（司書兼務）、事務補助1 人

     教  員 … 教務主任1 人、実習調整者1 人、専任教員６人、実習指導教員2 人

               （※ 学年ﾁｰﾑ ３人 実習ﾁｰﾑ ４人）

   職員内訳） ＊財団職員     ６人（学校長・専任教員１人・実習指導教員２人・教務事務１人・事務補助1 人）               

＊結城市職員    3 人（事務長・事務主任・専任教員1 人）

               ＊茨城県職員    ４人（教頭・教務主任・専任教員２人）

               ＊病院派遣職員  4 人（専任教員）



＜委員会＞ ３委員会

・学校評価委員会    ・教育委員会    ・学生確保・入試委員会  

＜係業務＞ ７係

  ・学年ﾁｰﾑ          ・実習ﾁｰﾑ      ・図書・視聴覚教材     ・ICT          ・実習室・物品管理（体育館）

・健康管理・環境衛生管理           ・自治会                 

＜領域別＞ ８領域

  ・基礎看護学 ・成人看護学     ・老年看護学   ・地域・在宅看護論     ・小児看護学      ・母性看護学

・精神看護学 ・看護の統合と実践



Ⅱ  教職員による自己評価
1  学校評価について

当校の教職員が自校の運営状況を点検する自己評価は、平成25年3月に文部科学省生涯学習政策局通知「専

修学校における学校評価ガイドライン」を参考に、平成29年度から開始した。

平成30年度から学校関係者評価を開始し、令和3年度からは、評価の客観性を高め、教育の充実を図るため、

学校関係評価者を2名から9名に増員し評価体制を充実させた。

また、毎年、学校内部で評価した結果を報告書にまとめ、学校関係者評価委員会を開催し、客観的な視点から

評価・意見等をいただいている。年度末には、自己評価及び学校関係者からの評価結果をホームページに公表し

ている。

(1) 評価体制    

     ・学校評価委員は学校長、教頭、事務長、教務主任の 4 名。必要な事項は実施要綱に定めて管理･運営している。

・学校関係者評価委員は実習施設から 4 名、教育機関から 3 名、卒業生代表・行政から各1 名の 9 名体制であ

る。

(2) 評価の種類    

① 教職員が学校運営評価表を用いて学校運営全般を自己評価する「教職員による自己評価」

② 令和６年度 重点的に取り組むべき課題と目標（組織目標）達成に向けた取組状況を評価する「重点目標の評価」

③ その他、次の４つの取組みを評価

・学生の学校生活満足度調査結果

・公開授業「看護技術」に参加した実習指導者との意見交換、アンケート調査結果

・授業参観に参加した保護者アンケート調査結果

・看護職員研修（財団研修）に参加した看護職員アンケート調査結果

２  学校運営評価    

(1）評価項目は、大項目9 個、中項目23 個、小項目は ６０個、細項目は１１４個（下表参照）

(2) 評価基準は、4 段階（4：適切 3：ほぼ適切 2：やや不適切 1：不適切）  ＊細項目R３:164→R５：114 項目同様

大項目(９項目) 中項目（２３項目） 小項目数(60) 細項目(11４)

1 教育理念・目標 1) 教育理念、目的、目標の評価 １ ２

2) 将来構想の明確化 1 2

2 学生受け入れ 1) 学生募集の方法 ３ 5

2) 入学選抜の方法 1 1

3) 学生定員の量・質の充足・学生募集評価 2 3

3 学生支援 1) 学業継続の支援 5 8

2) 社会人の支援 1 1

4 教育活動 1) 教育課程の編成 2 3

2) 教授・学習評価過程 ７ 15

3) 単位管理 1 2

4) 指導者の確保・育成 3 6

5) 学修成果 4 8

5 教育環境 1) 教育環境の整備 4 11

2) 実習施設の整備 ２ 5

3) 安全対策 1 2

6 学校管理・運営 1) 学校経営 2 2

2) 組織管理 ７ １５

3) 教職員の育成 2 4

4) 卒業生の支援 1 3

5) 評価 1 2

7 財務 1) 財務・収支 3 5

8 法令の整備 1) 法令・規程の整備 3 6

9 社会貢献 1) 社会・地域貢献 3 3



(３) 自己評価の実施

  対   象：教職員 １１名（学校長除く） 内訳：教員９名、事務職員2 名

    評価 基準日：１１月３０日

調 査 期 間：令和６年１１月２５日～１２月６日

    調 査 方 法：校内ネットワークを用い、教職員個別にデータを入力。入力データをもとに集計。

(4) 自己評価表の集計結果

有効回答100％      評価基準 ： 4(適切) 3(ほぼ適切) 2(やや不適切) 1(不適切)

  ※評価３．3 以下になると、複数教員が評価基準２以下を回答した場合が多いため、3.3 以下の項目を分析する。

R６年度は、教育環境（3.3）と、評価3.4 の（教育活動）が評価３．３に近いことから評価対象とする。

大項目 令和６年度 令和５年度 令和4 年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

1 教育理念・将来構想 ３．５ ３．８ 3.9 3.7 3.6 3.5 3.6

2 学生受入れ募集 ３．８ ３．６ 3.9 3.8 3.9 3.8 3.9

3 学生支援 ３．６ ３．７ 3.7 3.8 3.8 3.8 3.9

4 教育活動 ３．４ ３．４ 3.5 3.6 3.5 3.6 3.7

5 教育環境 ３．３ ３．５ 3.6 3.3 3.6 3.7 3.7

6 学校管理・運営 ３．５ ３．５ 3.7 3.7 3.5 3.6 3.6

7 財務 ３．８ ３．８ 3.9 3.8 3.5 3.7 3.4

8 法令の厳守 ３．６ ３．７ 3.8 3.9 3.6 3.6 3.5

9 社会貢献 ３．５ ３．８ 3.6 3.6 3.6 3.8 3.8



(5) 大項目の評価

大項目（評価） 前年度比較の増減の要因

1 教育理念・将来構想 3.５

前年比-0.３ポイント

年度ごとの運営目標・重点目標の設定や教員への説明はあるが、社会情勢の変

化に応じた、本校の中長期的将来構想が不明瞭と捉えている教員がいる。

2 学生受入れ募集 3.８

前年比＋0.２ポイント

大項目で唯一ﾎﾟｲﾝﾄが上がった。今年度は定員確保ができたこと、在学生の充足

状況（休退学者が少ないこと）や、学生募集に関してｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽに模擬授業を取

り入れるなど工夫をしたことが挙げられる。一方で、少子化や医療に関心を持つ

者自体が減少傾向にあることを踏まえ、小・中学生から医療への関心を高める募

集活動が必要と考える。

3 学生支援 3.６

前年比-0.１ポイント

「学生自治会の活動」に対する教員支援を強化したにもかかわらず、主体性を育

てたいが学生がやらされ感を抱く、自治会の存在意義に疑問を抱く教員もいる。ま

た、地域への就職支援や健康管理についての教員間の意識の薄さ・支援差を感じ

ている教員がいる。教員間の情報共有や意見交換の少なさが影響していると考え

る。

4 教育活動 3.４

前年比±０ポイント

新ｶﾘｷｭﾗﾑ運用３年目となり、課題が見えてきた様相はあるが、小項目は全体的に

ﾎﾟｲﾝﾄが上がっている。特に小項目で「授業の計画的遂行・調整」「対象者への実

習協力依頼」「教育方法の工夫」3 項目が 0.3 ﾎﾟｲﾝﾄずつ上昇している。一方で、

「人材確保・組織編制」が－0.5ﾎﾟｲﾝﾄである。年度途中で教員の休・退職による人

員減があったことや経験年数の浅い教員が多いことで、教育の質を担保できる人

材が確保されているといいがたいと評価している。

5 教育環境 3.３

前年比-0.２ポイント

「実習指導体制」は今年度合同会議を開催するなど、実習指導者会議の持ち方を

変更したことで上昇したが、小項目「図書室の整備」「教材の整備・管理」「実習施

設の整備」が 0.1 ﾎﾟｲﾝﾄずつ下がっていることで、大項目も低下している。

6 学校管理・運営 3.５

前年比±０ポイント

全体的に小項目のﾎﾟｲﾝﾄは横ばいである。ただ、昨年度低値だった「職員の協働

意欲」は0.2ﾎﾟｲﾝﾄだが上昇が見られた。ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの取りづらさは残るようだが、

教員個々が接遇目標を設定し、努力している成果と考える。。

7 財務  3.８

前年比±０ポイント

昨年度は定員割れによる全体的な収入減が大きく影響して評価を下げたが、今年

度評価は横ばいである。

8 法令の厳守 3.６

前年比-0.1 ポイント

諸規程は整備されているが、ﾘﾑｰﾊﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｽｸは個人管理になっており、情報漏洩に

課題が残る。

9 社会貢献 3.５

前年比－0.３ポイント

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の復活・ｲﾍﾞﾝﾄへの参加推奨を図ったが、「学校資源の活用」や「地

域交流の奨励・支援」に課題を感じている教員が多いため、ﾎﾟｲﾝﾄが下がったと考

える。



2024年度　「重点的に取り組むべき課題と目標」に関する評価　:　重点課題の評価 基準日：2024年11月30日

取り組み状況と結果 課題
(1)

① 基礎看護学演習への全教員での参加と看護技術ﾁｪｯｸを実施する。

② 実習指導を効率的に進め、帰校後の事例検討時間を確保する。

③ 教育実践力の向上するための研修に主体的に取り組み、教員間で共有する。

(2)

① 全教員が「全員で新人教員を育てる」をもつ。

② 全教員、年間最低１回以上はｶｳﾝｾﾗｰと面談する機会をもつ。

① 学生ｶｳﾝｾﾗｰと定期的面談を実施する。（１回/２ヶ月）

② 新人教員支援計画を立案・実施する。

③ 新人教員研修計画に基づき、積極的に対外研修に参加する。

④ 授業や実習指導等は支援教員とともに実施する。

⑤ 主体的な報告・連絡・相談を心がけ、心身の不調が現れるようなら早めに申し出ることができる。

① 学生ｶｳﾝｾﾗｰと定期的面談を実施する。

② 新人教員を支援する中堅教員の面談を定期的に実施する。

③ 外部研修には積極的に参加するように支援する。

(3)

① 新ｶﾘｷｭﾗﾑによる領域別実習が始まるためその評価を実施する。

② 新ｶﾘｷｭﾗﾑの完成年度のため、評価表を作成し、卒業生のｶﾘｷｭﾗﾑ評価を実施する。

取り組み状況と結果 課題

① ﾁｰﾑ制（学年運営ﾁｰﾑと実習ﾁｰﾑ）を取り入れ、ﾁｰﾑ間で相互にｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図る。

② ﾁｰﾑ内で円滑なﾀｽｸﾜｰｸができるように、ﾀｽｸｼｪｱを心がけ、声をかけあう。

③ 教員会議の場で、建設的な意見交換ができるように各自が意識し、ｱｻｰﾃｨﾌﾞなｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを取る。

④ お互いさま意識・相手の立場に立って考え、声をかけあう。

⑤ ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ高ｽﾄﾚｽ該当者が前年度より改善する。

① ﾉｰ残業ﾃﾞｰを遵守する。（毎週水曜・金曜）

② 毎月10日間の19時閉庁を維持する。

③ 全職員が年休10日/年、1日/月を取得する。

④ ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの意識をもって、計画通りに業務を遂行する。

応し、年度後半（９月頃から）自主的に「クラス運営にかかわってみたい」との申
し出があった。そのため、１・２年生のクラス運営補助を業務に追加した。
☆新人教員の個人特性もあると思うが、積極的に教員業務を習得しようとする
意欲も高く、心身の不調等なく、業務を遂行してくれている。
☆新任期（２年目）教員も、年度当初のｶｳﾝｾﾗｰとの面談で、２年目不安を
吐露していたようだが、徐々に実習指導も独り立ちし、新しい授業構築にも意欲
的に取り組み、現在のところ心身の不調等なく業務を遂行できている。
☆一方、中堅教員の支援については、新人教員に比べると手薄だった感がある。
☆年度途中で中堅教員１名が休職（その後退職）、実習ﾁｰﾑ教員がｸﾗｽ運営
を代行することとなり、業務変更を余儀なくされ、教員全体として業務負担が増す
ことになった。実習指導教員を１名確保したが、代替教員の役割までは担えず、
中堅教員の支援が十分だったとはいいがたい。
★次年度は、新人・新任教員支援とともに、中堅教員の支援を強化することを
課題とする。特に中堅教員向けには、個人の能力向上研修のほかに、中堅教員
の役割として人財育成のためのﾁｰﾑ力向上・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力育成のための研修を考え
ていく。

☆教育委員会においてｶﾘｷｭﾗﾑ評価表を作成・検討したので、卒業学年に3月に
実施するとともに、教員に対してのｶﾘｷｭﾗﾑ評価もおこない、併せてｶﾘｷｭﾗﾑ全体評
価をおこなう。
★これらを踏まえて、次年度教育課程の再編纂をおこない、令和８年度から適

化が図れてきた。しかし月１日以上の年休取得は困難であった。

上の年休取得をめざし、各自が業務調整を図ることを課題とする。

☆看護技術教育の教育力強化については、今年度技術ﾁｪｯｸを導入し、技術
ﾁｪｯｸには可能な限り全教員でかかわることを、年度当初に意識づけしたので、ほ
ぼ全教員がかかわることができた。しかし、教員の教育力向上に関しては、看護技
術演習に至るまでの授業や準備・演習後の振り返り等を教員相互に率直に話し
合う機会をもてず、教員全体として教育力の向上は図れていない。また、実習指
導者との連携強化といった点も今年度は十分でなかった。実習指導者に公開授
業（演習）に参加してもらっているが、実習指導に活かしてもらいたいという学校
側の意図が十分に伝わっているか、演習参加後の臨地での指導への活用状況の
把握はしていない。
★次年度は教員相互に授業等について話し合える機会をもつこと、実習指導者
との連携の強化（現任教育と卒後教育の連携）を課題とする。

☆それぞれのﾁｰﾑﾒﾝﾊﾞｰ間は連携が図れていた。しかしながら、学年・実習それぞ
れのﾁｰﾑ間同士の連携は十分とはいえない。学校全体で学生を支援するために
も、意図的に‛集まる’機会を設け、学生の情報共有を図っていく必要があり、次
年度の課題としたい。
☆また、自己評価結果においては「職員の協働意欲」について、昨年度よりは改
善が見られたものの、ｱﾝｹｰﾄ結果からはまだまだ十分とはいいがたい。ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝも

はまだまだ課題が大きく残る。

☆組織を挙げて時間外削減・定時退庁を推進してきた結果、閉庁時間の早期・毎月、退庁時間（ｾｺﾑ施錠時間）を確認しているが、５月～11月までは19時閉庁時間は毎月10日以上を維持している。（７割強が19時前に退庁して
いる。）時間外勤務についても10時間/月を超えていない。授業準備も勤務時間内に実施している姿がある。
・教員個々がﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの意識をもって業務を遂行している。
・年休は10日/年は取得できているが、１日/月は取得できていない。
・会議はﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化を継続、時間も１時間以内を心がけるなど、各教員が歳出削減・経営意識について
意識している。

組織目標５：組織の効率的及び効果的な運営によるワークライフバランスの推進
(1) 教員相互が教育力を高め合う環境・職場風土を構築する。

(2) 教職員の経営意識の向上及び歳出削減の意識を強化する。

・学年運営ﾁｰﾑは翌月の時間割作成等の連絡調整・外部講師対応・試験監督分担等を話し合いながら運営してきた。
・実習ﾁｰﾑは、毎朝、ﾁｰﾑﾐｰﾃｨﾝｸﾞを実施し、その日ごとに自分がおこなう業務を報告し連携を図ってきた。それぞれのﾁｰﾑとしては連携を図れている。
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝにしても、各自の接遇目標を掲げ、教員間も「さんづけ」で呼び合うなど、意識的にお互い声をかけあうようにしている。
・‛雑談’を取るよう心がけ、円満な職場環境を築くよう努め、また、職員間の人間関係に課題がありそうな状況には、校長・教頭がたびたび介入してきた。しかし
ながら、なかなか改善しがたい状況がある。
・ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ高ｽﾄﾚｽ該当者は３名。（前年度５名）高ｽﾄﾚｽ者に関しては学生ｶｳﾝｾﾗｰとの面談を義務づけ、実施した。

教員個々に努力はしている。しかし、職場環境改善・良好な職場環境の醸成に・新人・新任教員へのかかわり・職場環境（お互いさま意識の醸成・職場の雰囲気）について、５段階評価（5.十分できた・良くなった　4.まあできた・やや良
くなった　3.どちらともいえない　2.あまりできていない・やや悪くなった　１.できていない・悪くなった）で教員にｱﾝｹｰﾄを取った。結果は下記。

★職場環境改善は単年度での達成は難しく、次年度も継続課題とする。①新人・新任教員へのかかわり：平均3.9～4.1　新人教員等を気にかけ、声をかける・相談事に乗る・離しやすい雰囲気を作る等を各教員が意識していた。
②お互いさま意識の醸成：平均3.0～4.4　依頼・相談があったときは快く応じている一方、自分から「多重課題で困ったとき遠慮なく依頼する」「相談する」
「互いの忙しさを推し測って声をかける」ことはできていない現状があった。
③職場環境の改善：平均2.3～2.9　前年度と比較して「やや悪くなった」「悪くなった」と感じている教員が57.2％だった。　「気軽に声をかけあえない」
42.9％、「ともに働く仲間意識が乏しい」のは変わらないと感じる一方、「それぞれのﾁｰﾑがばらばら・職員室が分断されている」と感じている教員が複数いた。

新ｶﾘｷｭﾗﾑの円滑な運営とｶﾘｷｭﾗﾑ評価の実施

・看護技術ﾁｪｯｸの回数は11月までに１年生２回（①ﾍﾞｯﾄﾞﾒｲｷﾝｸﾞ②ﾊﾞｲﾀﾙｻｲﾝ測定)・２年生２回（①全身清拭・寝衣交換②ﾊﾞｲﾀﾙｻｲﾝ測定）を実施
し、ほぼ全教員で対応した。（１月・2月に１年生２回：③全身清拭・寝衣交換④陰部洗浄・おむつ交換を予定している。）
・実習指導については、実習ﾁｰﾑで４月・８月に計３回学習会を設け、指導上の困りごと（記録やｶﾝﾌｧﾚﾝｽ指導）を共有し、解決のための方略を考えた。ま
た、看護過程展開実習Ⅰの前には「看護過程」の理解を深める学習会を開催し、指導のﾎﾟｲﾝﾄを統一した。
・４月～11月にかけて、「看護形態機能学」（聖路加国際大学　大久保暢子教授）の講義を拝聴する研修を企画し、本校の日常生活援助技術等を担
当する教員が参加した。12月23日に伝達講習会を開催し、研修内容を共有する予定としている。⇒　12月23日伝達講習会実施。
・３月に新人教員向けにｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ研修を実施予定。

☆新人教員は赴任当初は緊張していた様子であったが、徐々に職場環境に適・新人教員の支援強化については、年度当初から「全教員が育てる意識でかかわること」やｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ計画も含む新人教員支援計画を立て、意図的にかかわ
りを持ってきた。
・年度初めは負荷をかけないよう、実習ﾁｰﾑ配置とし、４～５月は授業作成と学校生活に慣れることを中心とし、授業計画（実施までのｻﾎﾟｰﾄ）は教務主任
が、実習指導も実習調整者とﾍﾟｱでおこない、実習調整者が指導・相談役としてかなりのｻﾎﾟｰﾄをした。
・そのほか、教員としての役割・業務（授業資料の印刷や講師対応、学科進度簿も確認等のこまごました業務）については２～３年目教員が、自身の経験
を踏まえて助言をおこなった。
【学生ｶｳﾝｾﾗｰとの面談】
・新人教員（１年目）は、４月～７月まで２回/月ｺﾝｽﾀﾝﾄに面談を実施した。8月以降は本人の要望に応じて面談を継続中。
・２年目教員も４月は２回/月、５～７月は本人の要望に応じて面談を実施している。
・計画的な面談により業務の負担感や新しい職場環境への適応状況を把握、ｶｳﾝｾﾗｰと情報を共有したことで心身の不調なく、学校業務に適応できている。
【新人・新任期（２年目）教員の支援】
・４月当初、新人支援計画を立案し、運営会議・教職員会議を経て、新人教員に説明の上、実践中。
・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ：着任後の４月１～２週目にかけて実施。学校行事・学校評価等は５月～７月にかけて実施。実習ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝは学生とともに受けた。
・研修：５月・12月　県立中央看専との合同研修　ほか、８月　医療人材課主催の新人教員研修、７月・10月　茨城県看護教員連絡会主催全体研
修・教育研修、９月　当財団研修　等に参加し、教員としての見聞を広げている。
・授業：授業計画・内容・資料等は教務主任が主に支援。計画的に自分から相談しながら指導を受け、７月から授業開始。演習科目についても教務主任
に相談しながら実施している。
・実習指導：新人教員は実習調整者とﾍﾟｱになり、７月の２年生看護実践実習から開始。11月看護過程展開実習Ⅰも実習調整者と２人1組で、１ﾌﾛｱ
３人の学生を主に担当して実習指導をおこなう。２年目教員も困りごとは実習調整者に相談しながら、ほぼ独り立ちした。
【中堅教員の支援】
・学生ｶｳﾝｾﾗｰとの面談を推奨。学校長等との面談は６月・10月の目標面接のほか、７月・8月・9月と気になった際におこない、話を聴いている。
・教員連絡会等の研修に参加推奨をしているが、なかなか業務調整等がつかず参加できていない。
・領域別実習の学生による実習指導に関する評価は、ｺﾛﾅ以降自由記載方式にしていたが、今年度は自由記載も残しつつ、「数値化」できる評価表に戻し
た。
・５段階（５　そう思う　～　１　まったく思わない）としたが、各領域ともすべて3.6以上の高評価を得ている。
・ｶﾘｷｭﾗﾑ評価については、教育委員会で評価表を検討し、３年生に対して卒業前に実施を予定している。

用することを課題とする。・新ｶﾘｷｭﾗﾑ３年目を迎え、授業担当者や外部講師の意見から、各分野の設定科目や科目内容、科目ごとの配当時間数や配当年次（科目配列）等に変
更が必要な部分がある。

組織目標２：教職員の教育力向上及び教育内容の充実
看護技術教育の指導をとおした教育力向上及び実習指導者との連携を強化する。

新人教員の支援体制の強化（教員ﾗﾀﾞｰ「新人」を活用した定期的な面談と研修の企画運営、ｶｳﾝｾﾗｰ
の活用）

【新人教員】

【中堅教員】

令和６年度　閉庁時間（割合）
19:00まで 19:00以降

％ ★次年度は定時退庁推進を継続しつつ、年休の年10日以上並びに月半日以％
４月 28.6 71.4
５月 57.1 42.9
６月 70.0 30.0
７月 72.7 27.3
８月 70.6 29.4
９月 78.6 21.1
１０月 77.3 22.7
１１月 80.0 20.0
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Ⅲ 全体を通して

自己評価は平成 30 年度から開始し、今年で７年目となった。今年度を振り返り、下

記の点を全体評価とする。

① 自己点検・自己評価について

・自己点検・自己評価表は毎年点検し、評価項目の重複を確認しながら、細項目評

価と小項目評価に大きな乖離が見られないことから、令和５年度から細項目を「評

価の指標」として、「小項目」で評価している。

・小項目（60 項目）には必要な事項が網羅されており、量的には妥当な評価ができて

いる。

② 重点的に取り組むべき課題と目標の評価

・令和５年度の自己評価の結果を踏まえ、組織として取り組むべき目標は複数ある中

で、令和６年度は「当該年度に重点的に改善や強化して取り組むべき課題」を絞り

込み、目標を設定していくこととした。

・今年度は、組織目標２「教員の教育力の向上及び教育内容の充実」と組織目標５

「組織の効率的及び効果的な運営によるワークライフバランスの推進」とした。

・しかし、評価結果を見ると、まだまだ課題が大きい。

・特に、組織目標５の下位目標として掲げた「教員相互が教育力を高め合う環境・職

場風土を構築する」に関しては、昨年度と比較して「職場環境がやや悪化した・悪化

した」と感じる教員が半数を超えている。

・どのような対策を講じるか検討し、次年度も引き続き職場環境の改善に努めたい。

③ その他

  ・「学生満足度調査」「臨地実習指導者への公開授業（演習の参加）」「保護者へ

の授業公開と保護者」「財団研修」の取り組みは、毎年実施している事業である。

実施内容及び実施・評価については別添の添付資料を参照されたい。

・学生や学校外（実習指導者や保護者）からの意見は、本校の課題や今後の方向性

を検討する際の参考になり、概ね高評価を得ている。

・また、経年的に比較することにより、本校の現状分析や課題が明確になるため、継続

して評価していく。

本校は、令和７年度は開校して３３年目を迎える。新ｶﾘｷｭﾗﾑも運用４年目になる。

学校運営に関して、学生や保護者、外部の方々からの貴重なご意見をいただきながら、

本校がさらに地域医療に貢献し、ますます発展していけるよう取り組んでいきたい。



添付資料

資料１    令和６年度組織目標

重点的に取り組むべき課題と目標

資料２-①  組織図

2-②  職務分掌

2-③  委員会・領域別担当の取り組み状況

2‐④  学生生活満足度調査の結果

２‐⑤  公開授業実施後のｱﾝｹｰﾄ結果

２‐⑥  授業参観に参加した保護者ｱﾝｹｰﾄ結果

２‐⑦  保護者会のｱﾝｹｰﾄ結果

２‐⑧  看護職員研修（財団研修）ｱﾝｹｰﾄ結果

資料３    自己点検・自己評価表（全体結果）

            資料４   令和６年度 年間学校行事
















